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 注目されるリース各社の海外展開と成長分野への取り組み 
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 国内リース市場は、民間設備投資の低

迷などを受けて低調に推移しており、リ

ース各社の収益環境は厳しい状況が続い

ています。こうしたなか、リース会社の

なかには積極的な海外展開を進め、海外

事業の収益貢献度を高めている先もみら

れるほか、国内においても、新たな成長

ドライバーとして、医療･介護といった

成長分野への取り組みを強化している先

もあり、各社の動向が注目されています。 
 
リース各社を取り巻く環境 

 
国内のリース取扱高は、①リーマン･シ

ョック後の民間設備投資の低迷に加え、

②2008 年度に実施された会計基準の変

更に伴うファイナンス･リースのメリッ

ト低下や、銀行貸し出しとの競争激化な

どを受けたリース比率（民間設備投資に

占めるリース設備投資額の割合）の低迷

などもあり、2006 年度以降減少が続い

てきました。2011 年度以降は、民間設

備投資の回復などを受けてリース取扱高

も増加に転じており、2013 年度も前年

度比+7.5%のプラスとなりましたが、そ 
 
図表 リース取扱高の推移 
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れでもリース取扱高は依然としてリーマ

ン･ショック前の 7 割程度の水準にとど

まることに加え、2013 年度については

消費増税やパソコンの基本ソフト(OS)の
サポート終了などを控えて生じた駆け込

み需要といった特殊要因に支えられた面

が大きかったこともあり、本格的な回復

とは言い難い状況にあります(図表)。 
今後についても、①近年は企業の生産

拠点が海外にシフトしていることなどか

ら、国内での民間設備投資の大幅な拡大

は見込み難いほか、②銀行貸し出しとの

競合は厳しいうえ、IFRS 適用企業につ

いては、オペレーティング･リースのオ

フバランス処理が廃止される可能性があ

ることから、リース取扱高は引き続き低

調に推移するとの見方が強くなっていま

す。また、市場規模の縮小を受け、近年

続いていたリース各社によるリース料率

の引き下げ競争は足元でようやく一服し、

新規契約の利回りも改善しつつあります

が、過去に獲得した契約のはく落などに

より、ストックベースの利回り低下が見

込まれるなど、各社を取り巻く収益環境

は当面厳しい状況が続くとみられます。 
 
海外事業の強化 

 
こうしたなか、近年は大手リース会社

を中心に、設備投資需要の増加が見込ま

れる海外で事業を拡大する動きが活発と

なっています。もっとも、現状では多く

のリース会社にとって、海外事業は現地

に進出した日系企業との取引が中心で、

取引先のパイは限られるうえ、リース各
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社による競合も厳しく、収益性はなかな

か改善しにくい状況となっています。こ

うしたなか、海外事業の収益貢献度を高

めていくためには、競合の少ない新興国

などにおいて、新規に地場企業との取引

を拡大するといった取り組みが重要にな

るとみられますが、①情報源が限られる

なかで、地場企業の実態把握を進めるの

は容易ではないとみられることや、②現

地の法規制や取引慣行などに合わせた与

信管理体制の構築が必要になること、と

いった点が事業拡大に向けた課題となっ

ています。 
このため、近年では、①新興国におい

て、与信ノウハウや顧客基盤の取り込み

を狙い、現地のファイナンス企業を対象

とした M&A を進める動きのほか、②先

進国においても、収益性の高い航空機事

業などの強化を目的に、同分野において

高いプレゼンスを有するリース会社を買

収する動きなどにより、海外事業の収益

貢献度を高めていこうとする先もみられ

るようになってきました。 
 
新たな成長ドライバーの創出 

 
もっとも、こうした海外での取り組み

には多額の資金負担が生じることなども

あり、リース各社では、国内事業におい

ても新たな成長ドライバーの創出として、

医療･介護などの成長分野に対する取り

組みを強化する動きがここ数年で注目さ

れるようになってきました。 
ただし、医療機器リースについてみれ

ば、①安定的な需要拡大が見込まれると

はいえ、現時点では他の商材と比較して

市場規模は限られるうえ、②大病院向け

を中心にリース料率の引き下げ競争が激

しいほか、③比較的規模の小さいクリニ

ックなどにおいても、顧客とのリレーシ

ョンを有する特定のリース会社が強く、

後発でシェアを拡大することのハードル

は高いなど、リース事業単独で大きな成

長を実現することは容易ではないとみら

れます。 
そこで、リース会社の中には、医療･

介護分野において高いノウハウを有する

事業者とのアライアンスや合弁会社設立

などにより自社の事業領域そのものを拡

大し、収益源の多様化を図りながら当該

事業において生じるリース需要を確実に

取り込もうとするなど、今後の成長に向

けた布石を打っているケースもみられる

ようになってきました。 
 
今後の方向性 

 
このように、国内リース事業の収益環

境は引き続き厳しい状況が続くことが見

込まれるなか、リース各社にとっては、

海外事業の強化や国内事業における新た

な成長ドライバーの創出が重要な課題と

なっています。したがって、今後はリー

ス業界において海外での M&A や、医

療･介護をはじめとする成長分野におけ

るアライアンスなどの増加が見込まれ、

これら施策の巧拙によっては、リース各

社の収益力格差が一段と拡大することも

想定されるだけに、勝ち残りに向けた各

社の動向から目が離せません。（永田） 


